
業

誘致企業数（企業誘致事業目標と同じに設定）
4

3 3 3 3 3 3 3
件

0 0 - - - - -

政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

１．施策の実現状況を明らかにする
(１) 施策の内容

(２) 施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この施策に関わる施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 施策を構成する事務事業及び目標値の達成状況
事 務 事 業 名

No 推 移 ４ 年 後
事 務 事 業 目 標 指 標 （見込）

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

様式Ｃ 最終更新日：平成 31年 4月26日 1頁

後期基本計画 平成３１年度 施策方針書

０３ 地域の産業がより活性化し、次代を見据えた挑戦を続けるまち
０２ ＩＣＴ関連企業集積と産学官連携の推進
０１ 企業の誘致と支援

企業振興課　総括主査  大槻　智康

滝沢市の特色であるＩＣＴ関連産業の集積と産学官連携の推進を実施するため、市の特色を活かした産業集積の展開、ＩＰ

Ｕイノベーションセンター、同パークを活かしたＩＣＴ関連産業の集積促進を図ります。また、集積する企業、既存企業の

事業拡充を支援し、競争力の強化を支援し、市内の中小企業の経営安定化、起業支援を実施します。

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成34年度

暮

ら

し

IPUイノベーションセンター・パークへの立地件数

1 21 24 26 29 29 -
％ 19

- - - - - 0.0

平成30年度
平成29年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

2563  企業誘致事業

誘致企業数
1

3 3 3 3 3 3 0
件

0 0 - - - - -

6283  イノベーションセンター等管理運営事業

岩手県立大学周辺への企業立地件数（ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ含む）
2

21 21 23 23 23 24 24
社

19 22 - - - - -

7409  産業集積・振興計画事業

事業所数（生産年齢人口1千人当たり）
3

45 45 45 45 45 45 45
事業所

45 0 - - - - -

15176  滝沢市企業立地補助事



策

集積している企業と市

の

内企業の連携を図り生

実

産性を向上させるため

現

の施策を加速させま

す

に

。

(２) 基本計画内

影

の取り組みと方針のう

響

ち、平成31年度の重

す

点課題
市の特色を活か

る

した更なる産業集積の

社

展開を図るため、各種

会

法規制の確認を行いな

環

がら産業用地の整備方

境

針等の検討を進め

ます

変

。また、市内商工業者

化

の振興に関するルール

(

作りについて検討を行

３

います。

(３) 基本

)

計画内方針及び平成3

 

1年度重点課題に基づ

基

く優先順位の考え方
産

本

業用地の整備方針等の

施

検討、また、市内商工

策

業者の振興に関するル

と

ール作りについて検討

の

を行う中で、需要とニ

関

ーズの把

握が重要であ

連

り、優先順位の考え方

性

についてもこれらを基

３

本とし進めます。

．施策の実現に向けての取り組みを決定する
(１) 施策の達成（実現）に向けた基本計画内の取り組みと方針

様式Ｃ 最終更新日：平成 31年 4月26日 2頁

後期基本計画 平成３１年度 施策方針書

０３ 地域の産業がより活性化し、次代を見据えた挑戦を続けるまち
０２ ＩＣＴ関連企業集積と産学官連携の推進
０１ 企業の誘致と支援

企業振興課　総括主査  大槻　智康

市内において産業集積に必要な新たな用地の確保の検討が求められています。また、滝沢市Ｉ

政

ＰＵイノベーションセ

 

ンター

には、21室中

 

20室、8シェアデス

 

ク中5デスクに19社

 

が入居していますが、

策

開所10年を経過して

:

おり維持修繕を適切に

基

行い、

商品価値が保た

本

れる状況を維持する仕

施

組みが必要です。人材

策

育成については、社会

:

環境が変化する中、効

施

果的に産業振興に

つな

 

がる支援を行うため、

 

技術革新、各産業分野

 

、国、県の動向など、

 

様々な情報を効果的に

策

収集し、組み合わせる

:

ことで

成果をあげられ

施

る人材の育成の仕組み

策

が必要です。

現代はS

担

ociety5.0時

当

代に向けた情報技術の

職

革新が全世界で進んで

・

おり、IoT、AI、

氏

ビックデータなどを用

名

いた仮想空間と現

実空

２

間の融合による新たな

．

ビジネスの創造が求め

施

られています。また、

策

岩手県内においては、

の

県央地区への大企業の

実

進出な

どにより、雇用

現

や企業の進出の地域格

に

差が生じている状況で

向

す。このことから、既

け

存の商工業においては

て

、生産性向上に向

けた

の

支援、新たな企業の誘

現

致については、情報技

状

術産業を担う人材確保

を

と産学官連携の支援を

認

進める必要があります

識

。

基本施策である「I

す

CT関連産業の集積と

る

産学官連携の推進」に

(

おいて、本施策は市の

１

特色を活かした産業集

)

積、既存企業の

事業拡

 

充、競争力強化の支援

施

を行う事により、企業

策

の経営安定、起業の支

目

援を実施する施策とな

標

ります。

社会環境の変

の

化を踏まえ今後の産業

進

振興の要素は人材育成

捗

と考えられます。滝沢

状

市は岩手県立大学を中

況

心とした大学や研究

機

分

関の立地があり、人材

析

と先進的研究が特色と

(

なります。これらの特

２

色を最大限に活かし企

)

業集積や人材育成を継

 

続的かつ

効果的に実施

施

していきます。更に、



政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(４)所管実行計画事業費一覧
事 務 事 業 名 事    業    費    計    画    額

No 分 野 別 計 画
平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 ４ヵ年計

実 施 計 画 前 年 度 比 較 (%)

様式Ｃ 最終更新日：平成 31年 4月26日 3頁

後期基本計画 平成３１年度 施策方針書

０３ 地域の産業がより活性化し、次代を見据えた挑戦を続けるまち
０２ ＩＣＴ関連企業集積と産学官連携の推進
０１ 企業の誘致と支援

企業振興課　総括主査  大槻　智康

2563  企業誘致事業

3,624 3,178 14.0 3,624 3,624 3,624 14,496

2964  中小企業振興資金保証料補給費補助事業

6,000 6,000 0.0 6,000 6,000 6,000 24,000

3045  滝沢市商工会補助事業

11,943 11,781 1.4 11,781 11,781 11,781 47,286

3127  商工業経営安定支援事業

67,641 67,682 △0.1 67,682 67,682 67,682 270,687

3372  中小企業振興資金利子補給費補助事業

8,800 8,800 0.0 8,800 8,800 8,800 35,200

6283  イノベーションセンター等管理運営事業

20,829 15,559 33.9 20,458 20,458 20,458 82,203

7409  産業集積・振興計画事業

0 0 0.0 0 0 0 0

13423  イノベーションセンター窓口対応嘱託員設置事業

2,029 2,038 △0.4 2,038 2,038 2,038 8,143

15175  滝沢市工場等設置奨励事業

0 0 0.0 0 0 0 0

15176  滝沢市企業立地補助事業

0 23,680 皆減 0 0 0 0


